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環境省生物多様性センター

2008 年 2 月29日・3月1日に開催された「モニタリングサイト1000ワークショップ」

では、熱心な各生態系の調査発表と有意義なグループセッションが行われました。

このニュースレターではその概要をお伝えします。
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ワークショップ開催にあたって
　平成 19（2007）年度は、モニタリングサイト 1000 第

1 期の最終年度という節目の年でした。平成 15 （2003）

年度に開始されたモニタリングサイト 1000 は、最初の

5 年間で全国の各生態系に 1000 ヵ所程度の調査サイト

を設置し、調査体制及び調査手法を確立することを目

標として事業に取り組んできました。陸水域など、サ

イト設置に至っていない生態系も一部残っていますが、

森林をはじめとした主要な生態系に、全体で 850 あま

りの調査サイトが設置され、モニタリング調査が始め

られています。

　日本全国にわたりサイトが設置され、調査体制が整っ

たこと自体が第 1 期の大きな成果と言えますが、一方

で、各生態系調査の関係者が一堂に会して情報を共有

し、現状と今後について話し合う場はこれまでありま

せんでした。

　そこで今回、各地のサイトでモニタリング調査に

直接携わっておられる調査員の方々も交えて、ワーク

ショップを開催しました。2 日間のワークショップを

通じ、これまでの実施状況について情報の共有化を図

るとともに課題を抽出・整理して、第 2 期（平成 20

（2008）～ 24（2012）年度）に向けての具体的な改善

点をとりまとめることを狙いとしました。

　ワークショップには約 70 名の方が参加くださいまし

た。1 日目は、まず環境省担当官からの第 1 期におけ

る全体的な進捗状況の発表、続いて各生態系調査の請

負団体や調査員から各生態系調査の実施状況について

発表し、それを踏まえて、第 1 期事業から抽出される

課題が整理されました。

　2 日目は、各課題を解決するための改善策を、2 つの

グループセッションにより検討し、今後の活動方針の

素案がまとめられました。これは、ワークショップで

議論された課題を 5 つの大きなテーマの下に設けたサ

ブテーマごとに振り分け、各課題に対処するための今

後の活動方針を整理したものです。

　これを基に、モニタリングサイト 1000 推進のため

の戦略的枠組みである「第 2 期（H20 ～ H24）のモニ

タリングサイト 1000 行動計画」を平成 20 年度に策定

する予定です。2 日間にわたる参加者の皆様の熱心な

議論に、あらためてお礼申し上げます。
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Topics
2008 年 2月 29日～ 3月 1日

モニタリングサイト 1000ワークショップが
開催されました !

●平成 20（2008）年 2月 29 日 [ 金 ]

【ワークショップ -全体セッション】
11:00   開会
11:05   挨拶（生物多様性センター）
11:10   参加者紹介等、日程等のガイダンス

（自然環境研究センター）
11:20   発表 : モニタリングサイト 1000 全体
実施状況（生物多様性センター）
11:50   質疑応答
12:10   午前終了
13:00   各生態系調査発表
13:10   発表   1: 森林
13:30   発表   2: 陸生鳥類
13:50   発表   3: 里地
14:10   発表   4: ガン・カモ類
14:30   発表   5: シギ・チドリ類
14:50   発表   6: 砂浜（ウミガメ）

< 休憩 >

15:30   発表   7: サンゴ礁
15:50   発表   8: 島嶼（海鳥）
16:10   発表   9: 沿岸域
16:30   発表 10: 陸水域
16:50   発表 11: 情報システム

< 休憩 >

17:20   課題の整理
（自然環境研究センター + 多様性センター）
18:30   懇親会

●平成 20（2008）年 3月 1日 [ 土 ]

【ワークショップ】
09:30   開会
【ワークショップ -グループセッション】
09:40 グループセッション 1+
グループセッション 2
11:40   座長 1 総括 + 座長 2 総括
12:00   午前終了
【ワークショップ -全体セッション】
13:00   開始
13:10   発表 1: グループセッション 1 の結果
 （座長から）
[ 課題と対応 ] の発表
13:25   発表 2: グループセッション 2 の結果
 （座長から）
[ 課題と対応 ] の発表
13:40   全体討論
質疑応答
推進検討会委員コメント
14:30   総括（多様性センター）
15:00   終了

モニタリングサイト 1000 ワークショップ プログラム
於　四谷主婦会館プラザエフ（東京都千代田区）
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　天然林を中心に、コアサイトと準コアサイト計 37ヵ所

のモニタリングサイトで調査を進めています。樹木、地表

徘徊性甲虫、鳥類の多様性や森林の物質循環についてベー

スラインデータを収集してきました。現在、森林生態系の

変化を捉えるための手法の評価を行っています。

　またモニタリングを続けていくためには、人材・経験不

足なサイトへの調査支援や、調査者のモチベーションを維

持することが必要です。そのためには情報の共有と成果

のフィードバックが重要です。またデータを公開し、社会

への還元していくことも必要で

す。調査者のデータ利用の優

先性を定めた内部規約を作成

すると同時に、JaLTER( 日本長

期生態学研究ネットワーク )

データベースとの連携なども検

討しています。

森林 発表者 : 新山馨 ( 独立行政法人森林総合研究所 )、石原正恵・豊田鮎（財団法人  自然環境研究センター）、石田健（東京大学）

MONI1000

各生態系調査のプレゼンテーションの概略

　選定サイト 80 ヵ所でガン・ハクチョウ類のカウント

調査、一部サイト周辺での採食位置調査及び環境調査を

実施しています。今年度は、このほかにもボランティ

アサイトを募集し、30 ヵ所ほどのサイトで同様

の調査を実施してもらうことができました。さら

に調査員の皆さんへの情報提供のためニュースレ

ターを年に 3 回発行し、ガンカモ類調査に携わる

方々とのネットワークを強化したいと考えていま

す。またウェブデータベースを利用することで調

査データの精度を上げるとともに、全国データの

蓄積と分析を行い、モニタリングが調査サイトの保全に

役だって欲しいという調査員の希望に応えたいと思って

います。

　コアサイト 20 ヵ所、準コアサイト 10 ヵ所、一般サ

イト約 300 ヵ所で調査を実施しています。調査方法は

1km（コア・準コアは 500m）のルート左右 50m の範

囲に出現する鳥類の種・個体数を記録するラインセンサ

スですが、調査精度の向上や解析のし易さなどから、ス

ポットセンサス（スポット半径 50m、各スポット 10 分、

5 スポット× 4 回調査の計 200 分）への変更を検討して

います。今後の課題としては、スポットセンサス調査方

法の普及、技術の向上、新しい調査員の確保があります。

また、成果公表の機会を作ることや森林性鳥類に関す

る情報交換会的な要素も取り

入れるよう検討していきます。

さらに、調査サイトの配置検

討をして、毎年度の調査結果

について比較解析を可能とし

たいと考えています。

　里地分野では、全国的な里地生態系の変化を把握する

とともに、各サイトの変化の把握と調査結果の保全への

活用を実現するために、地域の市民自身を主体として調

査を実施しています。現在、複数項目の総合的な調査を

実施するコアサイトを全国12ヶ所に均等配置しており、

次年度からは任意の調査項目数を実施する一般サイトを

公募方式で全国に 150 ヶ所程度設置する予定です。今

のところ約 2 年間の調査データが蓄積されたのみです

が、複数の調査地で特定外来

種のアライグマを初確認する

などの成果も得られています。

調査結果をより効果的に収集・

活用するために、調査速報、

種名のデータベース、調査デー

タの取り扱い規約などを現在

作成しています。

里地  発表者 : 高川晋一（財団法人  日本自然保護協会）

陸生鳥類 発表者 : 金井裕（財団法人  日本野鳥の会）

ガン・カモ類（湖沼）　発表者 : 神山和夫（NPO 法人バードリサーチ）



　シギ・チドリ類は、個体数が比較的多く、干潟の生

態系の食物網の上位に位置し、より栄養段階の低い生

物相の変化の影響を受けやすい

と考えられるため、干潟の生態

系の指標とされています。 モニ

タリングサイト 1000 では、日

本各地 120 ヵ所でモニタリング

調査を行っていますが、市民参

加型の調査のため、調査範囲や

時間、回数にばらつきがあった

り、調査員によるデータ精度の違いが問題となってい

ます。これらの問題を解消するために、使いやすいウェ

ブデータベースなどの電子化を進めており、定期的な

刊行物やメーリングリストなどでの情報交換や顔を合

わせる機会を作ることで、新たな調査員の参加やモチ

ベーションの維持、情報共有・ネットワークづくりに

生かしています。 地球規模の環境変動の影響を受けるシ

ギ・チドリ類の減少要因の解明には、アジア水鳥セン

サスなどの海外との連携も今後の課題です。

シギ・チドリ類 （干潟）　発表者 : 天野一葉（財団法人  世界自然保護基金ジャパン）

各生態系調査のプレゼンテーションの概略

　ウミガメの産卵モニタリングは、痕跡・産卵個体を

確認するために毎日浜を歩かねばなりません。また、

全国規模で調査を行うためには研究者だけでは網羅で

きず、古くから一般市民によるモニタリングが行われ

てきました。現在、41ヵ所の調査地で32調査主体の方々

がこの毎日の調査に携わっています。サイトのなかで

は、とくに遠州灘、熊野灘の井田海岸、日向灘の侵食

と人工物の設置は深刻な事態です。無秩序なエコツー

リズムの発展により、見学者の踏みつけによる圧死も

問題となっています。これらの様々な状況を的確に把

握し、臨機応変に行動できる人材が求めら

れていますが、これに応えるような後継者

の育成はこれからの課題です。また、産卵

情報の公表権は調査者にあるという原則は

堅持しつつも、環境省の事業であることか

ら環境省による公開もできるように調整を

図っていく必要もあると考えています。

ウミガメ（砂浜）　発表者 : 松沢慶将・水野康次郎（NPO 法人日本ウミガメ協議会）

　サンゴ礁域 18 ヵ所、その他の海域 6 ヵ所の合計

24 ヵ所でのモニタリングを続けています。サンゴ礁の

主要な撹乱要因として、捕食者であるオニヒトデと海

水温の上昇によって起こる白化現象があげられます。

石西礁湖では 1980 年初めにオニヒトデが爆発的に増加

し、サンゴが壊滅的な被害を受けました。その後、オ

ニヒトデの大発生は収束し、サンゴは回復してきまし

たが、1998 年の地球規模の海水温上昇に伴うサンゴの

白化現象により、サンゴの被度は再び減少しました。

高水温はその後も頻発し、また、2001 年からはオニヒ

トデも急増しているため、サンゴは再び危機的な状況

に向かっています。このような減少傾向はその他の地

点でも見られ、今後もモニタリングはますます重要で

す。未調査地の情報収集や種多様性の把握、データの

活用などの課題にも取り組みながら、モニタリングサ

イト 1000 のデータがオニヒトデ対策や自然再生事業な

どサンゴの保全施策に一層活用されるように期待して

います。

サンゴ礁 発表者 : 木村匡（財団法人  自然環境研究センター）
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　アマモ場、藻場、磯、干潟の 4 つに沿岸域を分け、毎

年と 5 年毎の調査を予定しています。平成 19 年度は、

第 1 回作業部会（4 月）、試行調査（6~7 月）、第

1回分科会（試行調査の結果取りまとめ。9~10月）、

第 2 回作業部会（各分科会で検討されたプロトコ

ル案の確認。11 月）、第 3 回作業部会（プロトコ

ル案の決定、2008 年 1 月）を行いました。これ

を踏まえ来年度、順次モニタリングを開始するこ

ととしています。今後は、水温のデータロガーの

設置、既存の継続データ収集、標本の管理、デー

タを一元的に管理する体制、調査結果の公開範囲と時期

などが課題として挙げられています。

沿岸域 発表者 : 島袋寛盛（NPO 法人日本国際湿地保全連合）

　サイトの選定と調査手法の検討を行っています。陸水

域のモニタリングでは、他機関の実施する調査との重複

を避けて、対象とする環境を「湖沼」と「湿原」としま

した。サイト候補地は主に重要湿地 500 から選び、地

理的配置や調査機関の有無、温暖化影響などの観点か

ら、湖沼サイトは、淡水湖沼 17 ヵ所、汽水湖沼 8 ヵ所

を、湿原サイトは 49 ヵ所を候補としました。湿原サイ

トは、今後 5~10 ヵ所に絞り込む予定です。調査項目は、

湖沼では植生、魚類、植物プランクトンとしました。一

方、湿原では生物調査そのも

のが生態系に対するインパク

トになりかねないため、空中

写真等を用いた手法での面積

や植物の調査を検討していま

す。陸水域では、既存の生物

モニタリングの実施場所が限

られることが課題となってい

ます。

陸水域 発表者 : 今井仁（財団法人  自然環境研究センター）

　海鳥繁殖地の変化とともに、島嶼を取り巻く環境の変

化を早期把握するために 28 サイトを選定し、基本的に

5 年サイクルでモニタリングを行っています。生息を妨

げる主な要因としては、人為撹乱（観光客・釣人・写真

家などによる接近または上陸）、移入種による捕食（ネコ、

ドブネズミ、クマネズミ）、 移入種による生息環境破壊

（ヤギ、アナウサギ ）、 在来種による捕食（オジロワシ、

ハシブトガラス、ハヤブサ、キツネ、ヒグマ、ヘビ他）、 

オオミズナギドリの増加による競争と生息環境劣化（ウ

ミツバメ類の減少）が挙げられます。今後は、人為撹乱

および移入種問題について地

元行政機関等と連携しての対

応、調査サイトに含まれない

海鳥繁殖地についての情報の

収集、他分野の研究者との連

携などが課題です。

海鳥 （島嶼）　発表者 : 仲村昇（財団法人  山階鳥類研究所）
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貴重なご意見を一部ご紹介します
ワーク
ショップに
参加して

広報は個々にやるのは大変。

そこに情報を伝えると、

宣伝をしてくれるような

拠点を作れないか。

地方環境事務所との

連携で、モニタリングサイト

1000 に協力する

ムード作りが必要。

独立行政法人

国立環境研究所などとの連携は

できないか。国環研は

モニタリングサイト 1000 でも必要な

データを持っているので、

ぜひ連携してほしい。

浅海域の調査や

調査設計が必要。

3つの危機と

温暖化影響のほかに、

沿岸域では富栄養化が

影響している。たとえば陸水で

ダム湖などができ堰き止められた

ことで、下流河川にケイ藻が

減少してしまうと言われている。

水質や富栄養化も盛り込んで

おいてほしい。
人工林の土壌流出

が大きな問題。



6

MONI1000

グループセッションの概要
2 グループに分かれてグループセッションを行いました。
座長はグループ 1を金井裕氏（財団法人日本野鳥の会）、グループ 2を竹中明夫氏（独立行政法人国立環境研究所）に
お願いしました。どちらのセッションも約 30名の参加で、前日に「課題の整理」として絞り込んだ 5つのテーマに
ついて、テーマ毎に具体的な解決方法を議論しました。

サブテーマ 課題 活動方針

サイトの適切な配置

・調査サイト以外の情報収集   
サイトの追加・カモ類の個体数把握のためにはサイト数が足りない。

・国立公園にサイトがない。
・全国規模の比較解析を可能にするためにはサイトの均等配置が必要。

サイトの配置の工夫・大半の湖沼では、外来種等、既に人為的な影響がある
・温暖化把握のためには、南限や北限の両隣を見ないといけない。

①生態系変化をより高精度且つ効率的に把握するための調査手法、分析及び評価 ( 体制を含む ) の改善

サブテーマ 課題

活動方針

調査意欲の維持

・保護施策に結び付くような形で結果をアウトプットしないと、調査員の

   モチベーションを保ち続けることが難しい。

・成果の効果的な公表

・記者発表を効果的に活用するべき

・モニタリングサイト1000自体の宣伝

・ロゴマーク作成・公募

・看板等の設置

・資金面では、企業などからの協賛

   を得ることも検討するべき

・データの保全への活用 → 調査員にとってのインセンティブ

・成果活用の道筋を示すこと ( 保全研究などへの活用 )

・調査員は、自分がやっているサイトがどの程度の重要性があるのか、

   またシギ・チドリ以外の生物との関係でどう変わっていくのかが知りたい。

・環境省に看板を作ってもらえないか。それだけでも誇りをもってやれる。

②継続可能な調査体制構築

サブテーマ 課題 活動方針

データの帰属、
合意形成

・モニタリングは生データが重要で、環境省が必要なときに見られ
   る状態にしておく必要あり。  

1. 調査者→環境省 ( 生物多様性センター ) の段階
 ・モニタリングサイト1000 データと過去データの区別。
 ・モニタリングサイト1000 データは原則すべて生物多様性センターで保管。
 ・過去データは各調査者の判断で提出。

・データの帰属と権利について共通で整理しておく必要がある。
・データの利用・提供に関するルール作り

2. 環境省 ( 生物多様性センター ) →公開 の段階
①公開の方法、悪用を防ぐためのルール作りを行う。
②データの公開・非公開のクラス分け
・データの種類による区分
・利用目的による区分。
・利用者による区分。

・情報公開とプライオリティーの確保の整合性
・情報の共有化と提供のための流れの整理
・アウトプットが分かっていれば合意はしやすい。
   こういう形でデータが出て保全にこう役立つ、というイメージが  
   あればあまり問題は生じない。

3. 調査者の動機付け、懸念、達成感、使用権の保証
・環境省と調査者の間で契約 ( 使用権などのルール )
・データが保全政策に活用される。
・データの永続性 ( 調査者が変わってもデータが活かされていく仕組み )。

③情報の管理、共有及び発信体制構築

サブテーマ 課題 活動方針

保全への活用の
課題・問題意識

・データを保全事業へ提供する仕組み作り ・生物多様性センターだけではなく研究者や委員会などのサポートが必要。

・誰が対策を実施するのか。モニタリングサイト 1000 のデータを政策に活

用する仕組み。
 →他省庁・他部局へ情報を提供する仕組みづくり

 →ローカルな問題に対しては、地方自治体や地元との連携をとる。

・モニタリングサイト 1000( 調査、結果、対策、実施結果など ) を広く宣伝

していく ( 宣伝そのものが保全につながる )。

・今後どう対処していくのかを具体的に示さないと調査員には伝わ

らない。調査員にアナウンスするときには分かりやすくしてほしい。

・調査がどう保全に結びつくのか ? フィードバックの形を見せてい

くことが重要。
・データの活用 → モニタリングから保全のアクションへ

リスク評価を踏まえた機敏な対応・保全施策に関しては、原因が分かるのを待ってからでは遅すぎる

問題も多い。因果関係が十分分かっていないうちからリスクに対し

て対策をとるのだから、工夫が必要。

・結果利用の仕方について。現場で保護を考えている人との関係が

一番強いのは県レベル。各地方環境事務所を通して、自治体レベル

で連携をして地域の生物多様性戦略を考えるというシステムが作れ

るといい。

・ローカル ( 各サイト ) な問題への対策のために、地方自治体や地元と

連携をとる仕組みを作る。

④保全施策との連携

テーマ

テーマ

テーマ

テーマ

サブテーマ 課題
活動方針

国際的枠組みとの連携

・繁殖地・越冬地の情報不足 →海外との連携必要 ・国際プログラムとの連絡・調整
・アジアと連携してモニタリングサイト 1000 を国際的に広げていく取り組み ( 特に渡り鳥 )。

・地球環境変化の把握 ; 渡り鳥の国外の繁殖地・越冬地との相互比較、分布変化 ( 特に冬鳥 )
・国際サンゴ礁年に対しての環境省からのアピール。 ・「日本のサンゴ礁」冊子のリバイス。・条約など国が義務として情報提供しなければいけないもの、他国とのパートナーシップとして情報提供すべきもの、研究者や NGO などが独自に行っているものなど、それぞれのレベルでの連携方法の整理

・CBD の CoP10(2010 年 ) でモニタリングサイト 1000 の宣伝をする( 冊子の作成など )。
・CBD の 2010 年目標へモニタリングサイト 1000 から情報提供。・CBD 締約国の中で日本がイニシアチブをとる。

⑤国際的枠組みとの連携テーマ

・既存のデータ収集の必要性。
・モニタリングサイト 1000 でなければでき

ないこと。これまで調査されていないよう
なことの整理をするべき。

・テーマ設定の確認。結果公表として、生態
系別、ランドスケープ別に整理し、公表し

ていくほうが良いのではないか。
・保全につなげていく必要性。生物多様性そ

のものの評価と危機の評価という整理でま
とめられるのではないか。

・生物多様性についてはGEOSS*のようなデー
タ集約のシステムがない。そのようなシス

テムを構築していくことが必要なのではな
いか。

* GEOSS（Global Earth Observation System of 
Systems）。全球地球観測システム。人工衛星観測お
よび現場観測（地上観測）を統合した複数の観測シ
ステムからなる包括的な地球観測のシステム。

 モニタリングサイト 1000 全体に関わる高次の課題としての指摘・提案
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MONI1000

セッションの最後に 座長より総括発表がありました

Group Seccion 2〈テーマ③④⑤〉

サブテーマ 課題

活動方針

調査意欲の維持

・保護施策に結び付くような形で結果をアウトプットしないと、調査員の

   モチベーションを保ち続けることが難しい。

・成果の効果的な公表

・記者発表を効果的に活用するべき

・モニタリングサイト1000自体の宣伝

・ロゴマーク作成・公募

・看板等の設置

・資金面では、企業などからの協賛

   を得ることも検討するべき

・データの保全への活用 → 調査員にとってのインセンティブ

・成果活用の道筋を示すこと ( 保全研究などへの活用 )

・調査員は、自分がやっているサイトがどの程度の重要性があるのか、

   またシギ・チドリ以外の生物との関係でどう変わっていくのかが知りたい。

・環境省に看板を作ってもらえないか。それだけでも誇りをもってやれる。

②継続可能な調査体制構築

サブテーマ 課題 活動方針

保全への活用の
課題・問題意識

・データを保全事業へ提供する仕組み作り ・生物多様性センターだけではなく研究者や委員会などのサポートが必要。

・誰が対策を実施するのか。モニタリングサイト 1000 のデータを政策に活

用する仕組み。
 →他省庁・他部局へ情報を提供する仕組みづくり

 →ローカルな問題に対しては、地方自治体や地元との連携をとる。

・モニタリングサイト 1000( 調査、結果、対策、実施結果など ) を広く宣伝

していく ( 宣伝そのものが保全につながる )。

・今後どう対処していくのかを具体的に示さないと調査員には伝わ

らない。調査員にアナウンスするときには分かりやすくしてほしい。

・調査がどう保全に結びつくのか ? フィードバックの形を見せてい

くことが重要。
・データの活用 → モニタリングから保全のアクションへ

リスク評価を踏まえた機敏な対応・保全施策に関しては、原因が分かるのを待ってからでは遅すぎる

問題も多い。因果関係が十分分かっていないうちからリスクに対し

て対策をとるのだから、工夫が必要。

・結果利用の仕方について。現場で保護を考えている人との関係が

一番強いのは県レベル。各地方環境事務所を通して、自治体レベル

で連携をして地域の生物多様性戦略を考えるというシステムが作れ

るといい。

・ローカル ( 各サイト ) な問題への対策のために、地方自治体や地元と

連携をとる仕組みを作る。

④保全施策との連携

　グループセッション1は、まず全体的な
モニタリングサイト1000 の設計図を書い

てみる必要があるのではないかという話

ではじまりました。このモニタリングは生

物多様性国家戦略の3 つの危機と温暖化

に応じて設計されていますが、その中身

は多岐にわたっているので、今自分がどこ

の部分の調査をしているのかわかるよう

なものが必要でしょうという話です。その

なかでもモニタリング 1000 でなければで

きない調査は何か、といったことは押さえ

ておくべきという話も出ました。モニタリ

ング調査は科学的な評価付けだけでなく、

その生態系（景観）の変化状況を把握し、

保全対策が必要かどうかを分析評価とし

てアウトプットするまでとし、そのための

体制として、生態系（景観）ごとに検討ワー

キンググループを設置することが必要にな

るという結論に至りました。また、そのア

ウトプットは、プレスリリースとして発表す

る、あるいは 2010 年に日本で開かれる生

物多様性 COP10 で報告することを目指す

ことで調査者のモチベーションも上がるで

しょう。

　次に基本となる調査体制について議論

しました。いくつか具体的な提案があった

ので紹介しますと、まず関連する複数のサ

イトで関わりあうこと。これはスキルの向

上につながります。2 つめに博物館や動物

園の連携。できれば協力事業を正式に発

足していただき、調査や講習会などに協力

してもらう。3つめに研究者との協力体制。

市民ボランティア調査団体に研究者がか

かわることで、識別のサポートなどを指導

してもらう。4 つめに発表会やグループの

交流の場をつくる。ここでは調査の結果

や新知見の交換を行い、調査員のリクルー

トも行うことが期待されます。

　何よりも調査の体制を維持するために、

調査員のモチベーションは大切です。もと

もと各地の保全に取り組んでいる人の集

まりであるので、「保全」に活用されるこ

とが最大のモチベーションになります。調

査の結果を環境省地方環境事務所、都道

府県の担当者に提供して、一緒に保全対

策を考えゆく。そのためにも「あの調査

ね。」と言われるような知名度を上げてゆ

く。統一したロゴやツールがあるといいね、

という声も多数聞かれました。ぜひロゴの

ついた看板で調査を PRし、保全の成果を

上げ、スキルアップや調査の継続につなげ

てゆきたいということでまとめとします。

　グループセッション 2 は、データの管

理・公開の合意形成の話からはじまりまし

た。前提として、データを保全に生かした

いという思いはひとつなのです。ただ、環

境省に提出した生データがどう活用される

のか、保全に悪影響を及ぼすデータを公

開されてしまうのではないか、という懸念

が、実際に現場で観察しているサイドにあ

る。ここのところさえクリアされれば、デー

タを進んで出したいというのは今回の合意

事項です。そのためには、データの管理

の仕方のルールを明確にする必要があり

ます。どういうルールづくりをしてゆくの

かを議論していくなかで、データのクラス

分け（誰でも自由にデータを使用できるも

の、関係者以外にはまったく見せないも

の、理由があって申請があれば利用でき

るものなど）、利用形態のクラス分け（デー

タをとった本人、解析をしたい研究者、一

般の方など）をきちんとし、これらのルー

ルをきめ細かく決めることで不安は払しょ

くされるということで議論は収束しまし

た。その関連で、こういったルールが運

用されれば、モニタリングサイト1000 で

得たデータよりも前の調査データの提供

もお願いできるのではないかという話も出

ました。モニタリングサイト1000 以前の

データも加えてより長期間にわたるデータ

を解析することで、見えてくることも多い

と思われます。そうした活用の事例が増え

れば、もっと盛り上がってくるのではない

かと期待されます。

　要は保全にどう生かされるのかが非常

に大切になってくるので、1それぞれのサ

イトでデータをとる、2 問題があれば抽出

する、3 対策を検討する、4 対策を実施

する、5 効果があるか、あるいはないの

かまで見届ける。という道筋を作ることが

必要になります。問題があることがわかっ

ても、そこで終わってしまっては、データ

を取る側にもフラストレーションがたまり

ますから、誰が対策を立案していくのかし

くみを作る。たとえただちに対策が実施

できなくても、このようなしくみがあれば

納得できるという声が聞かれました。その

ためには他省庁や地方自治体との連携が

とれるような枠組みが必要になってくるで

しょう。

　また国際プログラムとも連携し、世界の

なかの日本、アジアのなかの日本として考

え、2010 年の生物多様性 COP10 の会議

で環境省がアピールしてゆくことができれ

ば、モニタリングサイト1000 のような取り

組みが大きく広がってくる契機になるので

はということでまとめとします。

座長 : 金井裕氏（財団法人 日本野鳥の会自然保護室）よりご報告

座長 : 竹中明夫先生（独立行政法人国立環境研究所）よりご報告
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